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支 出 額 公式LINE事業� １８４万円
汎用電子申請システム導入事業� ６５万円
議事録公開迅速化事業� ５３万円
図書ネットワーク構築事業� ４２１万円

審査意見 （抜粋）
【一般会計および特別会計】

・歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書お
よび財産に関する調書は、関係法令に適合し、計数は正確であると認めた。
本村の財政状況は、経常収支比率の高止まりを除けば、決算収支や各指
標からおおむね健全な状態にあると認められる。
・村税の収入率は99.7％で、過去最高となっている。今後、人口減少によ
る村税等の減少が見込まれ、収入（自主財源）が縮小していくと考えら
れる。
・賃金上昇、物価高騰、自然災害の影響等により、今後も支出が増加して
いくことが見込まれる。厳しい財政状況から、今後は起債（借金）によ
る財源手当を行うことを余儀なくされる状況である。
・移転・新築した公民館および学校給食センターの供用開始により、施設
のランニングコストが新たな経費として加わるため、さらに経常収支比
率の悪化が懸念される。
・公共施設の使用料や各種手数料などの受益者負担を適正水準とすること
も検討し、自主財源の確保に努められたい。
【公営企業会計】

・企業会計の決算報告書、財務諸表等は、計数は正確で、関係法令に適合し、
経営成績および財政状態を適切に表示していると認めた。
・上水道事業会計において、令和６年度の水道供給単価は１立方メートル
当たり138.07円、給水原価は135.25円で、2.82円の販売益が生じている。
しかし、年々、販売益は減少傾向にあり、今後販売損になることが見込
まれるため、水道使用料の適正な水準についても検討が必要である。
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防災中枢機能施設整備事業
平時は公民館と学校給食センター

災害時は災害対応の拠点となる施設を整備

南小学校長寿命化改修工事
南小学校校舎の耐久性を高めて長寿命化を図るため

水道 ・電気設備の更新や防水工事等を実施

新しい公民館 ・学校給食センター

令和６年度決算を認定   過去最大の決算規模
【一般会計および特別会計】

歳入 歳出

一 般 会 計 ９８億８２２７万円 ９６億７２８５万円

国民健康保険
特 別 会 計

１２億９２６４万円 １２億７８１８万円

後期高齢者医療
特 別 会 計

１億９５４３万円 １億９５４３万円

介 護 保 険
特 別 会 計

１２億７７３６万円 １２億７０９７万円

学校給食事業
特 別 会 計

１億４０１３万円 １億３９８９万円

太陽光発電事業
特 別 会 計

３４５７万円 ３３０２万円

【公営企業会計】

歳入 歳出

上水道事業会計
（収益的収支）

３億１２７５万円 ２億７４５０万円

上水道事業会計
（資本的収支）

２億７７３５万円 ４億　６７２万円

下水道事業会計
（収益的収支）

４億　９３９万円 ３億９５９８万円

下水道事業会計
（資本的収支）

３億３２１９万円 ３億６０７４万円

【村の基金 （貯金） ・村債 （借金） の現在高】
※公営企業を除く。 基金は３月３１日現在

令和５年度 令和６年度

基 金 ４５億３８６６万円 ４４億２７６３万円

村 債 １８億２８１４万円 １６億６０７８万円

経常収支比率とは…「村税」や「地方交付税」などの毎年度経常的に収入される財源（経常一般財源等）が、「人件
費」や「借金の返済」などの経常的に支出する経費にどれだけ充てられるかを示す指標です。
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経常収支比率の推移
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特定財源とは…国・県支出金、地方債、基金など、使い道が特定されている財源のことです。
一般財源とは…村税・地方交付税など、使い道が特定されず、どの事業にも自由に使える財源のこ
とです。

特定財源 防衛施設周辺民生安定施設整備事業補助金
� 27億1806万円
教育施設整備基金繰入金　� １億８４５３万円

特定財源 学校施設環境改善交付金� ４７１４万円
教育施設整備基金繰入金� ７００万円
学校教育施設等整備事業債� ９５２０万円

支 出 額 29億６９７万円支 出 額 １億6048万円

標準化事業
村で使用するシステムを

全国統一の標準準拠システムへ移行

デジタル化の推進

特定財源 デジタル基盤改革支援国庫補助金
� １５０２万円

特定財源 デジタル田園都市国家構想推進交付金
� ３６２万円

支 出 額 １５０２万円

しんとうくらし応援クーポン券
全村民を対象に１人あたり3000円
家計負担軽減と地域経済の活性化

見本

特定財源 新型コロナウイルス感染症
対応地方創生臨時交付金
� １１２２万円

支 出 額 ２３３１万円

学校給食費完全無償化
令和６年４月から、 村内小 ・中学校の

児童 ・生徒が対象
子育て世帯の経済的負担を軽減

※万円未満切り捨て

支 出 額 ６１１２万円

特定財源 なし
（ 一般財源のみ）

石坂郁夫　代表監査委員


